
憲
法
96
条
改
憲
議
連
が
６
月
７
日
に
、
民
主
・

自
民
を
は
じ
め
と
し
た
改
憲
派
衆
参
２
０
０
名
の

賛
同
人
を
集
め
て
結
成
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
場
で

講
演
し
た
桜
井
よ
し
こ
氏
は
、
あ
る
週
刊
誌
に
次

の
よ
う
な
文
を
寄
せ
て
い
ま
す
。
「
直
近
の
東
日

本
大
震
災
に
関
し
て
い
え
ば
、
日
本
国
憲
法
に
は

非
常
事
態
に
関
す
る
規
定
も
な
い
。
平
和
と
安
全

神
話
の
惰
眠
の
深
い
淵
に
日
本
を
縛
り
つ
け
て
き

た
現
行
憲
法
は
有
事
な
ど
全
く
想
定
し
て
い
な
い

た
め
に
、
非
常
事
態
に
つ
い
て
の
規
定
が
な
い
」
。

改
憲
議
連
は
憲
法
９
条
改
悪
が
最
終
目
的
。
大

震
災
な
ど
を
口
実
に
、
ま
ず
憲
法
96
条
を
改
悪
し

衆
参
両
院
の
過
半
数
で
改
憲
発
議
が
で
き
る
改
憲

シ
ス
テ
ム
を
つ
く
ろ
う
と
し
て
い
ま
す
。

今
回
の
大
震
災
を
大
き
な
教
訓
に
し
た
の
が
防

衛
省
と
米
軍
で
す
。
防
衛
省
は
米
軍
の
「
ト
モ
ダ

チ
」
作
戦
が
兵
員
１
万
８
千
人
、
航
空
機
２
０
０

機
、
艦
艇
19
隻
の
支
援
活
動
を
高
く
評
価
し
、

「
災
害
支
援
に
と
ど
ま
ら
ず
、
日
米
統
合
作
戦
の

実
践
例
」
（
『
防
衛
研
究
所
ニ
ュ
ー
ス
』
５
月
号
）

と
述
べ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
６
月
21
日
の
日
米
安

全
保
障
協
議
委
員
会
（
２
＋
２
）
で
は
米
軍
の
対

応
は
「
将
来
あ
ら
ゆ
る
事
態
へ
の
対
応
の
モ
デ
ル

と
な
る
」
と
し
、
大
震
災
救
援
活
動
は
日
米
軍
事

一
体
化
を
よ
り
加
速
す
る
実
践
場
に
な
り
ま
し
た
。

自
衛
隊
は
、
大
規
模
災
害
救
助
隊
に
改
編
す
る

こ
と
で
す
。
ち
な
み
に
、
09
年
１
月
の
防
衛
省
世

論
調
査
結
果
で
は
自
衛
隊
の
存
在
理
由
が
「
災
害

派
遣
（
災
害
の
時
の
救
援
活
動
や
緊
急
の
患
者
輸

送
な
ど
）
」
が
78
・
４
％
で
第
１
位
。
前
回
の
調

査
結
果
に
比
べ
３
％
も
上
昇
し
て
い
ま
す
。

日
本
に
は
大
規
模
災
害
救
援
組
織
は
な
く
、
そ

れ
を
自
衛
隊
が
肩
代
わ
り
し
て
い
ま
す
。
し
か
し

自
衛
隊
法
に
は
自
衛
隊
の
任

務
に
「
災
害
救
助
」
は
あ
り

ま
せ
ん
。
今
こ
そ
、
自
衛
隊

を
大
規
模
災
害
救
助
隊
に
、

殺
人
兵
器
を
人
命
救
助
装
備

に
改
編
す
る
こ
と
で
す
。
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被
災
者
支
援
を
急
げ
、
放
射
線
被
害
を
拡
大
す
る
な
！

原
発
は
廃
止
、自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
社
会
へ
転
換
を
！

大震災の に憲法96条改悪議連結成

震災救援の陰で、日米統合作戦・同盟強化

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
の
生
活
再
建
や
地
域
復
興
、
原
発
大
事
故
に
よ
る
放
射
線
被
害

や
避
難
者
支
援
が
遅
々
と
し
て
進
ま
な
い
な
か
、
震
災
に
名
を
借
り
た
憲
法
改
悪
と
日
米

軍
事
同
盟
強
化
が
画
策
さ
れ
て
い
ま
す
。
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■
東
日
本
大
震
災
と
福
島
原
発
の
大
事
故
は
、

多
く
の
犠
牲
者
と
被
災
者
・
避
難
者
を
生
み
ま

し
た
。
こ
の
大
震
災
・
原
発
事
故
に
よ
る
被
災

者
の
救
援
と
生
活
再
建
を
口
実
に
、
政
・
官
・

財
・
学
は
自
ら
の
権
益
を
確
保
す
る
た
め
、
諸

施
策
を
推
進
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

通
常
国
会
は
大
震
災
被
災
者
の
救
援
・
支
援

が
急
が
れ
る
な
か
、
１
０
３
日
目
で
「
復
興
基

本
法
案
」
が
成
立
し
ま
し
た
。
こ
の
法
律
は｢

復

興
の
た
め
の
資
金
確
保｣

、
「
対
策
本
部
・
復
興

庁
の
設
置
」
、
新
た
な
「
復
興
特
別
区
域
制
度
」

の
３
本
が
基
本
方
針
で
す
。
残
念
な
が
ら
、
こ

の
法
律
は
被
災
者
中
心
の
復
興
や
生
活
再
建
の

た
め
の
法
律
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

と
く
に
「
復
興
特
区
」
に
つ
い
て
は
「
活
力

あ
る
日
本
再
生
」
、
「
新
た
な
地
域
社
会
の
構

築
」
と
し
、
規
制
を
取
り
払
う
特
例
措
置
で
大

資
本
が
新
た
な
市
場
に
参
入
す
る
た
め
の
経
団

連
・
財
界
の
意
向
に
沿
っ
た
も
の
で
す
。

首
相
の
諮
問
機
関
で
あ
る
「
復
興
構
想
会
議
」

は
６
月
25
日
に
、
「
悲
惨
の
な
か
の
希
望
」
と

題
す
る
提
言
を
出
し
ま
し
た
。
そ
こ
に
は
復
興

・
再
生
に
関
わ
る
様
々
な
項
目
が
記
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
提
言
は
放
射
線
被
害
の
対
応
や
エ

ネ
ル
ギ
ー
戦
略
の
見
直
し
に
触
れ
る
も
の
の
、

原
発
廃
止
で
は
な
く
、
国
の
安
全
基
準
の
再
策

定
を
求
め
る
原
発
容
認
の
立
場
で
す
。

な
か
で
も
増
税
提
案
は
見
逃
せ
ま
せ
ん
。｢

復

興
の
た
め
の
財
源｣

で
は
「
臨
時
増
税
措
置
」
を

求
め
、
「
震
災
復
興
税
」
を
チ
ラ
つ
か
せ
て
い

ま
す
。

日
本
経
団
連
は
、
５
月
27
日
に
「
復
興
・
再

生
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
を
発
表
。
そ
の
基
本
方

針
は
「
日
本
創
生
」
「
経
済
の
再
活
性
化
」

「
痛
み
の
分
か
ち
合
い
」
、
そ
の
た
め
の
「
特

例
措
置
」
の
具
体
的
な
例
を
あ
げ
て
い
ま
す
。

地
域
・
産
業
・
建
設
・
労
働
や
税
制
・
財
政
・

金
融
上
の
特
例
措
置
を
求
め
、
「
環
境
ア
セ
ス

メ
ン
ト
」
「
防
災
関
連
設
備
設
置
基
準
」
「
遺

伝
子
組
み
換
え
」
「
農
地
転
用
と
権
利
取
得
」

な
ど
の
規
制
撤
廃
や
緩
和
を
求
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
労
働
関
係
で
は
時
間
外
労
働
、
変
形

労
働
時
間
制
、
派
遣
法
26
業
務
な
ど
の
規
制
緩

和
を
あ
げ
て
い
ま
す
。
こ
れ
で
は
被
災
者
の
生

活
再
建
や
地
域
復
興
に
は
つ
な
が
ら
ず
、
資
本

の
金
儲
け
の
た
め
の
新
た
な
市
場
づ
く
り
で
す
。

壊
滅
的
打
撃
を
受
け
た
三
陸
海
岸
沿
い
の
水

産
・
漁
業
も
狙
わ
れ
て
い
ま
す
。
社
団
法
人
・

日
本
経
済
調
査
協
議
会
の
水
産
業
緊
急
委
員
会

の
提
言
も
経
団
連
と
同
様
な
立
場
で
す
。
漁
業

法
や
各
種
規
制
が
悪
と
ば
か
り
に
、
「
創
生
・

新
生
」
の
た
め
に
「
漁
業
特
区
」
を
提
案
し
て

い
ま
す
。
具
体
的
に
は
漁
業
権
の
譲
渡
、
外
国

資
本
の
誘
致
、
企
業
が
参
入
可
能
な
漁
業
、
漁

船
の
大
型
化
な
ど
。
ま
た
返
す
刀
で
漁
業
共
同

組
合
の
弊
害
な
ど
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。

今
回
、
大
震
災
（
地
震
・
津
波
）
で
受
け
た

７
道
県
の
生
産
量
は
全
国
シ
ェ
ア
で
各
種
魚
類

は
54･

７
％
、
養
殖
は
40･

１
％
（
水
産
庁
・
６

月
20
日
現
在
発
表
）
を
占
め
て
お
り
、
資
本
の

う
ま
み
が
あ
る
地
域
・
漁
場
だ
か
ら
で
す
。
ま

た
、
被
害
は
３
１
９
漁
港
、
５
３
８
の
加
工
施

設
が
全
壊
、
養
殖
施
設
も
被
害
が
甚
大
で
す
。

こ
れ
ら
の
再
建
・
復
興
（
再
編
）
は
資
本
に

と
っ
て
魅
力
的
な
の
で
す
。

大
震
災
か
ら
の
復
興
・
生
活
再
建
は
国
民
主

権
の
原
則
に
立
つ
こ
と
で
す
。
原
発
は
廃
止
、

自
衛
隊
は
大
規
模
災
害
救
助
隊
に
改
編
し
ま
し
ょ

う
。
原
発
被
災
者
へ
の
補
償
は
東
電
・
関
係
会

社
に
負
わ
せ
、
復
興
財
源
は
大
企
業
の
内
部
留

保
２
４
０
兆
円
、
５
兆
円
の
防

衛
予
算
や
米
軍
関
係
負
担
費
な

ど
か
ら
出
さ
せ
る
べ
き
で
す
。

新社会
お問い合わせ先

震
災
・
復
興
を
口
実
に
、

う
ご
め
く
政･

官･

財･

学

規
制
な
き
「
復
興
特
別
区
」

震
災
復
興
税
の
導
入

復興政策

経
団
連
は
規
制
解
除
・
特
例
措
置
の
要
求

「
震
災
ス
ク
ラ
ッ
プ
か
ら
金
儲
け
の
ビ
ル
ド
へ
」

被
災
者
置
き
去
り
の
「
復
興
基
本
法
」

「
震
災
復
興
税
」
提
案
の
「
復
興
構
想
会
議
」

震
災
・
原
発
の
つ
け
を
庶
民
に
回
す
な

政
・
官
・
財
・
学
が
責
任
を
と
れ
！


